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本資料の概要

ソーシャルボンド

当機構の位置づけ

WAM債券について

財政融資資金・機構債券・出資金等を活用し、以下の事業を実施

名称 ：独立行政法人福祉医療機構
（Welfare And Medical Service Agency: WAM）

設立 ：2003年10月1日

根拠法 ：独立行政法人福祉医療機構法

目的 ：福祉の増進・医療の普及及び向上

主管官庁 ：厚生労働省 こども家庭庁

資本金 ：3,177億円（全額政府出資）

（令和７年4月1日現在）

福祉医療貸付事業

経営サポート事業

退職手当共済事業

WAM NET事業

債券発行により調達した資金は福祉医療貸付事業に充当

格付： AA+（R&I）

BISリスクウェイト： 10%

一般担保付： 他の債権に先立って弁済を受ける権利

大口信用供与等規制の対象外

厚生労働大臣の認可のもと発行

投資がしやすい定例性の高い起債スケジュール： 6月／12月

日本国債と同格付を取得

経営理念：民間活動応援宣言

私たちは、国の政策効果が最大になるよう、地域における福祉と医
療の向上を目指し、お客さまの目線に立って民間活動を応援します。

介護 障害者福祉 児童福祉 医療

社会福祉振興助成事業

心身障害者扶養保険事業

承継年金住宅融資等債権管理回収業務

年金担保債権管理回収業務・労災年金
担保債権管理回収業務

旧優生保護法補償金等支払等業務・ハン
セン病元患者家族補償金支払等業務

「国民生活の安定」「社会経済の健全な発展」への貢献

令和3年度12月よりソーシャルボンドとして発行

R&Iよりセカンドオピニオンを取得

調達資金は、福祉医療貸付事業に充当され、我が国が抱える社会的
課題の解決に寄与

そのため、当機構ソーシャルボンドへの投資は、社会的課題の解決及
び持続可能な開発目標（SDGs）への貢献に繋がります。

＜貸付事業の成果＞(平成26～令和5年度)

① 社会福祉施設を7,000施設、定員36万人分の整備

② 医療関係施設を300施設新設、500施設増改築

当機構の設立目的と事業概要、財務内容
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福祉医療機構の概要について

ご融資先の一例（保育所）

ご融資先の一例（病院）



機構の概要と組織陣容
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1 名称
独立行政法人福祉医療機構
（Welfare And Medical 
Service Agency：WAM）

2 設立
平成15年10月1日
独立行政法人福祉医療機構法を

根拠法として設立

3 主管官庁
厚生労働省 こども家庭庁

4 資本金
3,177億円（全額政府出資金）
（令和7年4月1日現在）

5 役職員数
30６人

理事長､理事3人､
監事2人（うち非常勤1人）

職員300人
（令和7年4月1日現在）

私たちは、国の政策効果が最大になるよう、地域における福祉と医療の向上を目指し、お客さまの目
線に立って民間活動を応援します。

経営理念（民間活動応援宣言）
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機構の沿革

医 療 金 融 公 庫
（昭和35年設立）

医療貸付事業

社会福祉・医療事業団
（昭和60年1月設立）

経営指導事業
基金事業（※）
※ 現 社会福祉振興助成

事業
WAM NET事業

独立行政法人
福祉医療機構

（平成15年10月設立）

社会福祉事業振興会
（昭和29年設立）

福祉貸付事業
退職手当共済事業
心身障害者扶養保険事業

[業務承継]
承継年金住宅融資等債権管
理回収業務
年金資金運用基金

（平成18年4月1日解散）

《行政改革》 《特殊法人改革》 [事業承継]
年金担保貸付事業（※）

※ 現 年金担保債権管理
回収業務
年金福祉事業団

（平成13年4月1日解散）

[事業承継]
労災年金担保貸付事業（※）

※ 現 労災年金担保債権管理回収業務
労働福祉事業団

（平成16年4月1日解散）

第1期

H15.10～

第2期

H20.4～

第3期

H25.4～

第４期

H30.4～

第5期

R5.4～R10.3

中期目標期間

一時金支払等業務
※ 現 旧優生保護法補償金等支払等業務

（平成31年4月24日から開始）
補償金支払等業務
※現 ハンセン病元患者家族補償金支払等業務

（令和元年11月22日から開始）
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政府による政策と機構の事業・業務内容

一般勘定

福祉医療貸付事業
社会福祉施設、医療施設等に対し
て建築資金や運営のための資金を
融資

福祉医療経営指導事業
融資を通じて蓄積したデータを活
用し、福祉医療施設の安定経営を
支援

福祉保健医療情報サービス事業
（WAM NET事業）

福祉保健医療関連の各種情報を幅
広く総合的に提供

社会福祉振興助成事業
助成事業を通じてNPO等が実施す
る地域を支える福祉活動を支援

共済勘定

退職手当

共済事業

社会福祉施設職
員等退職手当共
済法の規定に基
づき、社会福祉
法人の経営する
社会福祉施設及
び申出施設等に
従事する職員が
退職した場合に、
その職員に対し
退職手当金の支
給を実施

保険勘定

心身障害者
扶養保険事業

地方公共団体
（都道府県・
指定都市）が実
施している心身
障害者扶養共済
制度により、そ
の地方公共団体
が加入者に対し
て負う共済責任
を機構が保険

労災年金担保債権
管理回収勘定

労災年金担保
債権管理回収
業務

労働者災害補償
保険制度に基づ
く年金の支払を
受けている方に
行っていた融資
にかかる既往貸
付債権の管理・
回収業務を実施

承継債権管理
回収勘定

承継年金住宅
融資等債権管
理回収業務

年金資金運用基
金が行っていた、
年金住宅等融資
にかかる既往貸
付債権の管理・
回収業務を実施

旧優生保護法補
償金等支払等

勘定

旧優生保護法補
償金等支払等業
務

旧優生保護法に
よる優生手術等
を受けた者等に
対する補償金等
の支給等に関す
る法律に基づく
補償金等の支払
に関する国から
の委託事務を実
施

ハンセン病元患
者家族補償金
支払等勘定

ハンセン病元患
者家族補償金支
払等業務

ハンセン病元患
者家族に対する
補償金の支給等
に関する法律に
基づく補償金の
支払に関する国
からの委託事務
を実施

社会・援護局
福祉基盤課

医政局
医療経営支援課

障害保健福祉部
企画課

労働基準局
労災保険業務課

成育局
母子保健課

健康・生活衛生局
難病対策課

年金局
資金運用課

社会・援護局
福祉基盤課

年金担保債権
管理回収勘定

年金担保債権
管理回収業務

厚生年金保険又
は国民年金の支
払を受けている
方に行っていた
融資にかかる既
往貸付債権の管
理・回収業務を
実施

年金局
資金運用課

厚 生 労 働 省

独 立 行 政 法 人 福 祉 医 療 機 構

厚 生 労 働 省 【所管課】
福祉医療機構債券発行勘定

こども家庭庁

こ ど も 家 庭 庁

社会福祉施設職員等の待遇改善

施設の耐火・耐震化等の安全性の向上

障害者等の自立支援

福祉・介護サービスの基盤整備

良質かつ効率的な医療サービスの提供

子育て・保育サービスの基盤整備 【政策目的】

等
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機構の役割

福祉医療機構は、福祉・医療に関する多様な事業を一体的に実施することにより、
地域の福祉・医療の向上を目指して民間活動を支援しています。

障害者の生活支援

NPO等の活動支援

NPOなどの福祉活動を助成金で支援

扶養共済制度を通じて障害のある方を支援

福祉医療の施設整備を支援
安心できる社会の実現に向けて福祉の施設整備を支援

安心した暮らしを支えるため医療サービスの提供を支援

安定的な経営を支援
コンサルティングやセミナー等を通じて安定経営を支援

退職手当共済制度を通じて福祉施設等の従事者を支援

福祉・保健・医療に関する総合的な情報を提供

地域社会

医療法人 社会福祉法人 NPO・個人

介護老人保健施設 保育所 障害者 高齢者

病院 特別養護老人ホーム 子育て
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第5期中期目標・中期計画の概要

政府として取り組むべき喫緊の課題として、待機児童問題、特養待機者問題、医療需要の増大や国の計画に基づき整備された福祉施設等の老朽化への対応のほ
か、福祉サービス提供に係る課題の複合化・複雑化、地域のつながりの希薄化、デジタル技術の活用による福祉・医療事業者の業務の省力化・効率化、これらに対
応する社会資源の一元的かつ正確な情報提供、などが存在。
こうした課題解決に向けて、機構は、施設整備等の資金融資や経営指導などの事業者向け支援、保育士や介護人材の処遇改善により地域包括ケアシステムや地
域共生社会の実現に寄与するとともに、全ての利用者等への福祉・保健・医療情報の一元的かつ正確な情報提供を実施するなど、福祉・医療に関する多様な事業
を効果的かつ効率的に実施するものとする。

福祉医療経営指導事業

経費の節減

内部統制の充実

機構の独自性を発揮したセミナーの開催
施設経営を支援するための調査・分析及び結果の
公表等
コロナの影響により経営悪化が懸念される民間施
設等の経営安定化を支援するための経営診断の
実施

調達等合理化計画に基づく取組
業務運営の効率化の推進

内部統制の仕組みの点検・検証等
政府機関等の統一基準群を踏まえた
情報セキュリティ対策の実施

福祉保健医療情報サービス事業(WAM NET)

業務・システムの効率化と情報化の推進

福祉医療貸付事業

福祉保健医療関連情報の総合的提供
国の施策に基づく情報システムの整備・
安定的運用・効率的管理

業務運営体制の継続的な見直し
理事長のリーダーシップが組織運営に反映される
統制環境の維持・強化

情報システムの適切な整備・管理
情報管理担当部署の専門性の向上

政策優先度に即した政策融資
福祉医療関係団体等との連携強化
協調融資制度の普及
的確な融資相談・助言、適正な審査
新型コロナ資金による貸付先の急増を踏まえた適
切な期中管理

効率的かつ効果的な業務運営体制の整備

社会福祉振興助成事業

退職手当共済事業

年金担保・労災年金担保債権管理回収業務

承継年金住宅融資等債権管理回収業務

給付事務の効率化による処理期間短縮
退職届作成システムの利用促進

安定的で効率的な業務運営
業務の円滑な終了に向けた準備・検討

業務の終了に向けた課題等への対応に係る関係
機関との連携・調整
貸付先の財務状況等の把握・分析

予算、収支計画及び資金計画
短期借入金の限度額、不要財産の処分

剰余金の使途 等

育児・介護等との両立支援
ワーク・ライフ・バランスの推進
人材確保・育成方針に基づく運営

職員の人事に関する計画

地域共生社会の実現などの政策的に
必要なテーマに重点化
助成先のガバナンス強化
研修会等を開催し、事業の継続・発展を支援

心身障害者扶養保険事業

財政状況の検証・公表
基本ポートフォリオに基づく資金運用

第5期中期目標・計画
（ R5.4～R10.3）

国と密接な連携の上、業務を適切かつ迅速に実施

旧優生保護法補償金等支払等業務及び
ハンセン病元患者家族補償金支払等業務
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業務実績の大臣評価の概要（抜粋）

令和6年度 厚生労働大臣による法人全体に対する評価

B

新子育て安心プランに基づく待機児童解消に必要な受け皿の整備や地域包括ケアシステム、地域共生

社会の実現が求められる中、必要な施設整備の資金等の融資を実施するにあたって、福祉医療貸付制

度において関係団体への説明会や意見交換会の開催数など、定量面において計画を達成する実績をあ

げているだけでなく、政策融資の果たすべき役割を踏まえ、社会福祉施設等及び医療機関等の維持及

び存続を図りつつ、貸付債権区分別に適正な期中管理を実施していること等、定性面においても多くの

実績をあげていることは高く評価できる。

項目別評定（抜粋）

総合評定

令和6年度 厚生労働大臣による業務実績評価（概要）

A
4つの指標の達成度平均は132.2%となり、国の福祉医療政策等に沿った政策融資が、非常に効果

的かつ効率的に行われていることを総合的に勘案し、「Ａ」評定とする。

福祉医療貸付事業（債券発行事業）

※評定は5段階。「B」：標準（所期の目標を達成していると認められる場合）
「A」：法人の業務向上努力により、所期の目標を上回る成果が得られていると認められる場合
「S」：法人の業務向上努力により、所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得られていると認められる場合
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福祉医療貸付事業について



福祉医療貸付事業の特徴（債券発行対象事業）

福祉医療貸付の特徴

「長期・固定・低利」による貸付

国の政策に応じた優遇融資

※ 融資期間及び貸付金利については、融資対象施設などにより異なります。

全ての都道府県において
融資実績があります。

① 融資対象：施設の設置・整備資金、運転資金等

福祉貸付事業
特別養護老人ホーム・老人デイサービス事業・保育所・障害者福祉施設 etc

医療貸付事業

病院・診療所・歯科診療所・介護老人保健施設・介護医療院 etc

② 融資期間：3９年以内 ※

③ 貸付金利：1.60%～3.50%（令和７年10月1日現在）※

国の政策に応じ、貸付金利の引き下げや融資期間の延長など、条件を優遇した融資メニューを提供しています。

① 地域医療構想の推進に向けた整備への優遇

② 地域における医療及び介護の総合的な確保の推進を支援するための優遇

③ 感染症対策を伴う整備への優遇

④ 保育所等の整備

⑤ 施設の耐震化整備

⑥ 津波対策としての高台移転

⑦ 災害復旧資金 etc

11



災害発生地域における対応

被災されたお客さまへの迅速かつ継続的な対応（特別相談窓口の設置、災害復旧貸付等の実施）1

福祉医療貸付事業

災害復旧資金

無担保貸付の
拡大

無利子
貸付の実施

融資率の
引上げ

償還期間の
延長

二重ローン対策

返済猶予・
返済期限の延長

金利の減免 等

支援実施地域（一部抜粋）2

全国の災害復旧現場の
資金需要に迅速かつ

継続的に対応

主な被災地：熊本県等

平成28年 熊本地震

主な被災地：新潟県・富山県・石川県・

福井県

令和6年 能登半島地震

主な被災地：青森県・岩手県・宮城県・福島

県・茨城県・栃木県・千葉県・

新潟県・長野県

東日本大震災

主な被災地：北海道

平成30年 北海道胆振東部地震

令和元年 東日本台風

主な被災地：岩手県・宮城県・福島県・茨城

県・栃木県・群馬県・埼玉県・

千葉県・東京都・神奈川県・新潟県・

山梨県・長野県・静岡県

主な被災地：山形県・長野県・岐阜県・

島根県・福岡県・佐賀県・熊本県・

大分県・鹿児島県

令和2年7月 豪雨
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福祉貸付事業

融資の対象施設・事業 融資を受けられる方

高齢者福祉分野
特別養護老人ホーム・老人デイサービスセンター・
小規模多機能型居宅介護事業所・老人短期入所施設 等

社会福祉法人・医療法人・日本赤十字社・一般社団（財団）法
人・営利法人・NPO法人 等

※ 施設や事業の内容によって、融資の対象とならない方も
います。

児童福祉分野及び
母子・父子福祉分野

保育所・放課後児童健全育成事業・障害児通所支援事業
幼保連携型認定こども園 等

障害者福祉分野
障害者支援施設・身体障害者生活訓練事業等
盲導犬訓練施設 等

生活保護・その他の分野 企業主導型保育事業・授産施設・救護施設 等

地域における民間の社会福祉施設の基盤整備を支援

○主な対象事業の融資残高の推移 ■高齢者福祉分野 ■児童福祉分野及び母子・父子福祉分野 ■障害者福祉分野

（億円）

特別養護老人ホームや保育所、障害のある方を支援する施設などの社会福祉施設を整備する際に、必要となる建築資金等を
「長期・固定・低利」で融資します。
地域における医療及び介護の総合的な確保、質の高い保育の確保・充実のための保育所施設、社会福祉施設の耐震化整備、都市部の
借地における介護基盤の整備、災害復旧資金など、様々なニーズに対応する融資メニューを提供しています。
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福祉貸付事業（融資実績推移）

福祉貸付（全体） うち建築資金等

（億円） （件）

（億円） （件）

（億円） （件）

（億円） （件）

融資実績（交付ベース） 融資実績（交付ベース）

融資残高・件数 融資残高・件数
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医療貸付事業

病院や診療所、介護老人保健施設、介護医療院などを整備する際に、必要となる建築資金等を「長期・固定・低利」で融資します。
地域包括ケアシステムの推進、地域医療構想に基づく医療機能分化・連携を進めるための施設整備、地震防災対策としての耐震化整
備、金融環境の変化や制度改正による一時的な特殊要因に対応するための運転資金、災害復旧資金など、様々なニーズに対応する融
資メニューを提供しています。

融資の対象施設等 融資を受けられる方

病院

個人・医療法人・社会福祉法人・日本赤十字社・
一般社団（財団）法人・学校法人（医・歯学部を置く大学を設置する） 等

※ 施設や事業の内容によって、融資の対象とならない方もいます。

診療所（一般診療所・歯科診療所）

介護老人保健施設・介護医療院

医療従事者養成施設
（看護師・助産師・理学療法士・救急救命士・歯科衛生士 ほか）

指定訪問看護事業・助産所（児童福祉法に規定する助産施設は除く）

○主な対象事業の融資残高の推移

地域における民間の医療施設の基盤整備を支援

■病院 ■診療所 ■介護老人保健施設・介護医療院
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医療貸付事業（融資実績推移）

融資実績（交付ベース） 融資実績（交付ベース）

融資残高・件数 融資残高・件数

（億円） （件）

（億円）
（件）

（億円） （件）

（億円） （件）

医療貸付（全体） うち建築資金等
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（参考）都道府県別融資残高の件数および金額

福祉医療貸付事業
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件数 単位（百万円）

近畿 13,634 1,098,105

滋賀県 638 52,053

大阪府 7,436 530,865

京都府 1,194 148,215

兵庫県 3,189 277,470

奈良県 742 62,989

和歌山県 435 26,514

件数 単位（百万円）

中国・四国 4,043 317,352

鳥取県 198 12,662

島根県 188 14,083

岡山県 713 67,098

広島県 949 75,847

山口県 567 36,725

徳島県 415 37,840

香川県 319 20,194

愛媛県 427 31,536

高知県 267 21,367

件数 単位（百万円）

九州・沖縄 7,795 504,640

福岡県 3,431 244,026

佐賀県 355 26,276

長崎県 695 43,555

熊本県 1,103 60,412

大分県 364 28,104

宮崎県 306 17,483

鹿児島県 731 52,604

沖縄県 810 32,181

件数 単位（百万円）

関東 21,836 1,904,750

茨城県 1,268 150,896

栃木県 766 62,536

群馬県 943 64,498

埼玉県 3,413 325,484

千葉県 3,125 351,542

東京都 7,857 601,381

神奈川県 4,464 348,412

件数 単位（百万円）

東北 3,204 323,387

青森県 465 38,504

岩手県 373 35,352

秋田県 200 16,258

宮城県 1,172 105,265

山形県 295 32,532

福島県 699 95,475

件数 単位（百万円）

北海道 2,930 300,644

件数 単位（百万円）

中部 8,103 705,494

新潟県 617 75,091

富山県 354 29,061

石川県 561 47,842

福井県 194 17,587

山梨県 428 29,389

長野県 548 43,220

岐阜県 690 42,078

静岡県 1,134 94,349

愛知県 2,923 249,769

三重県 654 77,108

※ 令和7年3月末時点
百万円未満を四捨五入していますので、合計とは端数において合致しないものがあります。


